
貸 借 対 照 表 

                             2021 年 3 月 31 日現在                    （単位：千円） 
 

科   目 金   額 科   目 金   額 

 （資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産 823,091 流 動 負 債 666,368 

 現 金 預 金 51,408  １年以内返済長期借入金 300,000 

 未 収 運 賃 473  未  払  金 309,790 

 売  掛  金 19,471  未 払 費 用 9,569 

 未  収  金 28,914  前 受 運 賃 422 

 未収消費税等 49,944  前  受  金 1,605 

 未 収 収 益 10,886  前 受 収 益 110 

 前 払 費 用 24,222  未払法人税等 623 

 商     品 91,610  預  り  金 9,861 

 貯  蔵  品 12,726  預り連絡運賃 354 

 預  け  金 525,075  賞 与 引 当 金 33,970 

 その他の流動資産 8,357  その他の流動負債 60 

      

固 定 資 産 1,200,358 固 定 負 債 913,053 

 鉄道事業固定資産 167,611  長 期 借 入 金 700,000 

 自動車事業固定資産 13,486  退職給付引当金 212,611 

 兼業固定資産 805,614  その他の固定負債 441 

 投資その他の資産 213,645   負  債  計 1,579,421 

  投資有価証券 3,000     

  長期貸付金 1,046 （純資産の部）   

  長期前払費用 3,511 株 主 資 本 444,027 

  長期繰延税金資産 205,243  資  本  金 80,976 

  その他の投資等 873  資 本 剰 余 金 227,310 

  貸倒引当金 △30   資 本 準 備 金 127,310 

     その他資本剰余金 100,000 

    利 益 剰 余 金 135,741 

     利 益 準 備 金 17,006 

     その他利益剰余金 118,735 

      別 途 積 立 金 1,211,300 

      繰越利益剰余金 △1,092,564 

     純 資 産 計 444,027 

       

  資 産 合 計 2,023,449   負債・純資産合計 2,023,449 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 



 

個 別 注 記 表 
 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券の評価基準及び評価方法 

   移動平均法による原価法 

  ②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   商品   最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定。） 

   貯蔵品  先入先出法 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産    定額法 

  無形固定資産    定額法 

 ３．引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、債権の回収可能性を個別に検討して計上

しております。 

賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しております。 

  退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給額を計上

しております。 

 ４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

連結納税制度の適用  

阪急阪神ホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税制度の適用を

受けております。 

  連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

   当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第 8 号）において創設

されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税

制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移

行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）

第 3 項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税

金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

Ⅱ．株主資本等変動計算書に関する注記 

 １．当事業年度末における発行済株式数   1,618,968株 
 

 

 

 

当期純損失  410,793千円 

 


